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２０２５年８月２６日

各 位
大 同 生 命 保 険 株 式 会 社

代表取締役社長 北原 睦朗

≪中小企業経営者アンケート「大同生命サーベイ」 2025年7月度調査レポート≫

中小企業を取り巻くリスクでは『地震』が依然最大の懸念 南海トラフ地域で警戒感強まる

BCP未策定企業72％ 小規模事業者で対応遅れ顕著

Ｔ＆Ｄ保険グループの大同生命保険株式会社（社長：北原 睦朗）は、全国の中小企業経営者を対象とした

アンケート調査「大同生命サーベイ」を、2015年10月から毎月実施しています。

今般、「企業を取り巻くリスクへの備え」について調査した2025年7月度レポートを公表します。

■2025年7月度の景況感

•「現在の業況」（業況DI）は▲12.9pt（前月差▲0.1pt）と悪化したものの、「将来の見通
し」（将来DI）は▲0.4pt（前月差＋0.2pt）と改善しました。

■企業を取り巻くリスクへの備え

•事業継続に支障をきたすリスクとして、「地震（65％）」が最も高くなりました。また、
「政治・経済リスク（35％） 」との回答が前回調査から増加しています。
「地震」と回答した割合を都道府県別でみると、「福井県」「奈良県」「高知県」他６県で
75%以上となっています。総じて、全域が「南海トラフ地震防災対策推進地域」に指定さ
れている都道府県が上位に並んでいます。

•BCP（事業継続計画）を「策定している」企業は12％、「策定予定なし」の企業は72％と
なりました。特に従業員規模「5人以下」の企業で「策定予定なし」との回答が86％となり、
従業員規模が小さいほど「策定していない」企業が多い結果となりました。

専 門 家 意 見

神戸大学経済経営研究所 柴本 昌彦 教授 ＜調査監修＞

今回の調査でも、引き続き「地震リスク」に対する警戒が高くなっています。

また、昨今の経済環境の影響を受け、「政治・経済リスク」への関心も高まって

いるようです。

「ＢＣＰの策定予定なし」と回答する企業が増えていますが、中小企業では

不安定・不確実な経営状況により、目先の売上、採用、事業承継といった課題に時間や費用

を取られ、ＢＣＰまで考える余裕がないと考えられます。特に従業員規模の小さい企業で、

この傾向が強くなっています。「必要性がない」「策定方法がわからない」企業でも、「緊急連

絡先の整備」など、「できること」から取組んでいくことが必要です。また、行政への相談や

専門的知識を持つ事業者のサービスを活用することも重要です。



⼤同⽣命WEBサイトで「⼤同⽣命サーベイ」のバックナンバーをご覧いただけます。
https://www.daido-life.co.jp/knowledge/survey/

＜調査概要＞ ・ 調査期間 ： ２０２５年７月１日～同７月２８日

・ 調査対象 ： 全国の企業経営者 ５,４６６社 (うち約５割が当社ご契約企業)

・ 調査方法 ： 当社営業職員が訪問またはＺｏｏｍ面談により調査

・ 調査内容 ： 景況感、企業を取り巻くリスクへの備え

①事業継続に支障をきたすと考える「リスク」

②ＢＣＰ（事業継続計画）の策定状況
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中小企業経営者アンケート

「大同生命サーベイ」

2025年7月度調査レポート

大同生命WEBサイトで調査レポートの
バックナンバーをご覧いただけます。

https://www.daido-life.co.jp/knowledge/survey/

■景況感（P3〜 ）
• 「現在の業況」（業況DI）は▲11.1pt（前⽉差＋1.8pt）と⼤きく改善

しました。「将来の⾒通し」（将来DI）は▲1.0pt（前⽉差▲0.6pt）と
悪化しました。

■企業を取り巻くリスクへの備え（P7〜）
• 事業継続に⽀障をきたすリスクとして、「地震（65％）」が前回調査

（2024年7⽉）と同じく最も⾼くなりました。また「政治・経済リスク
（35％） 」との回答が前回調査から増加しています。
「地震」と回答した割合を都道府県別でみると、「福井県」「奈良県」
「⾼知県」他６県で75%以上となっています。総じて、全域が「南海
トラフ地震防災対策推進地域」に指定されている都道府県が上位に並ん
でいます。

• BCP（事業継続計画）を「策定している」企業は12％、「策定予定な
し」の企業は72％となりました。特に従業員規模「5⼈以下」の企業で
「策定予定なし」との回答が86％となり、従業員規模が⼩さいほど
「策定していない」企業が多い結果となりました。

中⼩企業を取り巻くリスクでは『地震』が依然最⼤の懸念南海トラフ地域で警戒感強まる
BCP未策定企業72％ ⼩規模事業者で対応遅れ顕著

神⼾⼤学経済経営研究所
柴本 昌彦 教授 監修
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＜回答企業の属性＞

※１：北関東 → 茨城・栃木・群馬・埼玉 ※２：南関東 → 千葉・東京・神奈川 ※３：関西 → 滋賀・京都・大阪・兵庫・奈良・和歌山

＜調査概要＞

＜調査結果のご利用にあたって＞

・本資料は「大同生命サーベイ」の調査結果の開示を目的としており、当社の統一的な見解を示すものではありません。

・本資料は当社の著作物であり、著作権法に基づき保護されています。

引用する際は、「出所：大同生命サーベイ(2025年7月度調査)」と明記ください。

・本資料に基づく決定、行為、およびその結果について、当社は一切の責任を負いません。

・本資料は、生命保険契約の募集を目的としたものではありません。

・本資料で表示する「回答率(％)」等は、小数点第１位(景況感は小数点第２位)を四捨五入しています。

また、特に記載がない場合、「無回答」を除いて集計しています。

・「大同生命サーベイ」は、当社ご契約企業を中心に実施しており、各調査結果に若干の偏りが生じる場合があります。

大同生命では、中小企業の景況感や経営課題の解決に向けた取組みなどに関するアンケート調査

「大同生命サーベイ」を2015年10月から毎月実施し、経営者の皆さまに、経営のヒントとして

お役立ていただくことを目的として、調査結果を「月次レポート」としてお届けしています。

九州・
沖縄

四国中国関西
(※3)

東海北陸・
甲信越

南関東
(※2)

北関東
(※1)

東北北海道
全体(占率)

地域

680279506942451479871552527179（100.0）5,466全体

7645842341111441161076911（18.2）997製造業

業
種

162821281589312015113314044（22.2）1,211建設業

143731082178492199909730（20.7）1,133卸・小売業

2777316829114811036519919284（34.9）1,907サービス業

1939191182616156（ 2.4）132その他

3392345147144（ 1.6）86無回答

36112125146422421848631725178（50.7）2,7715人以下
従
業
員
規
模

13357841598283140719731（17.1）9376～10人

8540561295568101787424（13.0）71011～20人

995510416481107129839041（17.4）95321人以上

26112693153155（ 1.7）95無回答

企業数 (占率)創業年数

（10.7）58410年未満

（21.7）1,18610～30年未満

（26.8）1,46430～50年未満

（33.2）1,81550～100年未満

（ 4.1）225100年以上

（ 3.5）192無回答

企業数 (占率)年齢

（ 4.3）23340歳未満

（17.2）94240歳代

（30.8）1,68650歳代

（25.9）1,41560歳代

（17.9）98170歳以上

（ 3.8）209無回答

企業数 (占率)性別

（89.4）4,889男性

（ 8.4）459女性

（ 2.2）118無回答

・ 調査期間 ： 2025年7月1日～7月28日

・ 調査対象 ： 全国の企業経営者 5,466社 (うち約5割が当社ご契約企業)

・ 調査方法 ： 当社営業職員が訪問またはＺｏｏｍ面談により調査

・ 調査内容 ： ［定例］ 景況感 ［個別テーマ］ 企業を取り巻くリスクへの備え

1



© Daido Life Insurance Company 2023© Daido Life Insurance Company 2025© Daido Life Insurance Company 2025

2025年７⽉度調査のポイント
企業を取り巻くリスクへの備え

専 門 家 意 見

神戸大学

経済経営研究所

教授 柴本 昌彦

引き続き「地震リスク」に対する警戒が⾼くなっています。また、昨今の経済環境の影響を
受け、「政治・経済リスク」への関⼼も⾼まっているようです。
⼀⽅、「ＢＣＰの策定予定なし」と回答する企業が増えていますが、中⼩企業では不安定・
不確実な経営状況により、⽬先の売上、採⽤、事業承継といった課題に時間や費⽤を取られ、
ＢＣＰまで考える余裕がないと考えられます。特に従業員規模の⼩さい企業で、この傾向が
強くなっています。「必要性がない」「策定⽅法がわからない」企業でも、「緊急連絡先の
整備」など、「できること」から取組んでいくことが必要です。また、⾏政への相談や専⾨
的知識を持つ事業者のサービスを活⽤することも重要です。

2

事業承継

• 事業継続に⽀障をきたすリスクとして、「地震（65％）」が前回調査（2024年7⽉）と同じく最
も⾼くなりました。また「政治・経済リスク（35％） 」との回答が前回調査から増加しています。
「地震」と回答した割合を都道府県別でみると、「福井県」「奈良県」「⾼知県」他６県で75%
以上となっています。総じて、全域が「南海トラフ地震防災対策推進地域」に指定されている
都道府県が上位に並んでいます。

• BCP（事業継続計画）を「策定している」企業は12％、「策定予定なし」の企業は72％となりまし
た。特に従業員規模「5⼈以下」の企業で「策定予定なし」との回答が86％となり、従業員規模が
⼩さいほど「策定していない」企業が多い結果となりました。

①事業継続に支障をきたすと考える「リスク」

②ＢＣＰ（事業継続計画）の策定状況
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Ⅰ．景況感

【現在の業況と将来の⾒通し】
(pt)

※2020年3月はコロナ禍の影響を踏まえ調査を中止。

ＤＩ( Diffusion Index )＝ 好転(増加・上昇・過剰等)の回答割合(％)－ 悪化(減少・悪化・不足等)の回答割合(％)

(１) 業況、将来の⾒通し、売上・利益・資⾦繰り
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▲ 0.5pt▲12.8pt
2025年5月
(n= 5,053)

▲ 0.1pt▲12.9pt
6月

(n= 5,647)

＋ 1.8pt▲11.1pt
7月

(n= 4,927)

12

12

13

64

63

63

25

25

24

良い 普通 悪い

現在の業況 将来の見通し
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(％) (％)

売上高 利益 資金繰り
(％) (％)(％)

前月差売上高DI調査月

▲ 3.7pt▲ 2.9pt2025年5月

＋ 0.1pt▲ 2.8pt6月

± 0.0pt▲ 2.8pt7月

前月差資金繰りDI調査月

▲ 1.8pt▲ 3.8pt2025年5月

＋ 1.4pt▲ 2.4pt6月

▲ 1.4pt▲ 3.8pt7月

前月差利益DI調査月

▲ 2.9pt▲ 5.5pt2025年5月

＋ 0.3pt▲ 5.2pt6月

± 0.0pt▲ 5.2pt7月
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3

• 「現在の業況」（業況DI）は▲11.1pt（前⽉差＋1.8pt）と⼤きく改善しました。
⼀⽅、「将来の⾒通し」（将来DI）は▲1.0pt（前⽉差▲0.6pt）と悪化しました。

• 「売上⾼ （前⽉差±0.0pt） 」と「利益（前⽉差±0.0pt ） 」に変化はありませんでしたが、
「資⾦繰り（前⽉差▲1.4pt） 」は悪化しました。



© Daido Life Insurance Company 2023© Daido Life Insurance Company 2025© Daido Life Insurance Company 2025

前月差業況DI 
回答件数

業種

▲ 2.4▲ 23.61,010
製造業

＋ 3.0▲ 20.6913

＋ 1.1▲ 5.01,312
建設業

＋ 1.9▲ 3.11,108

＋ 1.4▲ 23.21,236
卸・小売業

＋ 1.6▲ 21.61,021

▲ 3.0▲ 23.2600
卸売業

＋ 3.4▲ 19.7461

＋ 5.3▲ 23.3636
小売業

＋ 0.1▲ 23.2560

▲ 0.5▲ 6.41,893
サービス業

＋ 0.8▲ 5.61,714

＋ 3.3＋ 2.195
情報通信業

▲ 12.6▲ 10.467

▲ 0.4▲ 16.8185
運輸業

▲ 1.2▲ 18.0178

▲ 0.2▲ 4.3351
不動産・物品賃貸業

＋ 3.0▲ 1.3308

▲ 0.5▲ 5.4148
宿泊・飲食サービス業

＋ 6.1＋ 0.7137

▲ 4.7▲ 1.5131
医療・福祉業

▲ 0.9▲ 2.4124

▲ 6.6▲ 24.441
教育・学習支援業

＋ 15.3▲ 9.133

＋ 6.0▲ 5.2192生活関連サービス業、
娯楽業 ▲ 9.3▲ 14.5172

▲ 0.7▲ 1.8221学術研究、専門・技術
サービス業 ＋ 2.3＋ 0.5189

▲ 2.6▲ 8.1529
その他サービス業

＋ 3.4▲ 4.7506

▲20.6

▲3.1

▲21.6

▲5.6
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製造業 建設業 卸・小売業 ｻｰﾋﾞｽ業

（２）業種別 業況DI

(pt)

(％) (pt) (pt)

※上段：2025年 6月調査
下段：2025年 7月調査

「悪い」全国平均(2025年7月調査)
24%

「良い」全国平均(2025年7月調査) 
13%

• 「製造業」で前⽉差＋3.0pt、「卸売業」で前⽉差＋3.4ptと⼤きく改善しています。

【業況ＤＩ（業種別）の推移】
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9

8

14

20

15

12

18

17

5

13

14

13

55

65

60

60

60

66

62

54

72

58

65

66

69

69

66

34

20

32

32

31

20

18

31

16

24

18

29

18

16

21

良い 普通 悪い

13

15

9

9

9

14

10

13

15

17

20

6

11

16

13

54

68

60

62

58

66

69

56

69

67

57

79

63

68

69

33

18

31

29

33

20

21

31

16

16

23

15

26

16

18

4
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▲18.9

▲4.9

0.3

▲60

▲50

▲40

▲30

▲20

▲10

0

10

'15.10'16.1 '17.1 '18.1 '19.1 '20.1 '21.1 '22. 1 '23.1 '24.1 '25.1 '25.7

5人以下 6～20人 21人以上

前月差業況DI 回答件数
従業員規模

▲ 1.5▲ 19.62,826
5人以下

＋ 0.7▲ 18.92,490

＋ 2.8▲ 8.81,798
6～20人

＋ 3.9▲ 4.91,504

▲ 0.2▲ 0.4963
21人以上

＋ 0.8＋ 0.3874

前月差
従業員

過不足DI回答件数
業種

＋ 0.7▲ 36.45,613
全体

▲ 0.7▲ 37.14,903

▲ 0.7▲ 31.11,010
製造業

▲ 2.1▲ 33.2900

▲ 0.3▲ 51.51,311
建設業

▲ 0.6▲ 52.11,105

＋ 1.5▲ 26.81,205
卸・小売業

▲ 1.4▲ 28.21,010

＋ 1.2▲ 35.11,890
サービス業

▲ 0.4▲ 35.51,717

▲37.1

▲33.2

▲52.1

▲28.2

▲35.5

▲ 70

▲ 60

▲ 50

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

'15.10'16.1 '17.1 '17.7 '18.1 '19.1 '20.1 '21.1 '22.1 '23.1 '24.1 '25.1 '25.7

全体 製造業 建設業 卸・小売業 ｻｰﾋﾞｽ業

(pt)

（３）従業員規模別 業況DI

（４）従業員過不⾜DI

人
手
不
足
感

高い

低い

(pt)

(pt) (pt)

【業況ＤＩ（従業員規模別）の推移】

(％)

(pt)(％) (pt)

2017年7月より調査開始

※上段：2025年 6月調査
下段：2025年 7月調査

【従業員過不⾜DI（業種別）の推移】

• 従業員過不⾜ＤＩは▲37.1pt（前⽉差▲0.7pt）となりました。
• ⼈⼿不⾜が落ち着きつつありましたが、今⽉は全ての業種で不⾜感が強まりました。

• 全ての従業員規模で改善しました。特に「6〜20⼈以下（前⽉差＋3.9pt）」は
前⽉に引き続き⼤きく改善しています。

※上段：2025年 6月調査
下段：2025年 7月調査

9

14

17

62

63

65

29

23

18

良い 普通 悪い

10

16

19

62

64

63

29

20

19

1

3

1

1

1

61

63

47

71

64

38

34

52

28

36

過多 充足 不足

1

2

1

1

1

61

62

46

69

63

38

36

53

30

36
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7

▲5.7
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▲15

0

15
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7
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1
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1
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1
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▲15
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1
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▲15

0
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1
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1
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7

▲19.5

'18
1

'19
1

'20
1

'21
1

'22
1

'23
1

'24
1

'25
1

'25
7

▲3.7

▲60

▲45

▲30

▲15

0

15

'18
1

'19
1

'20
1

'21
1

'22
1

'23
1

'24
1

'25
1

'25
7

7月6月5月4月3月2月

▲11.1▲12.9▲12.8▲12.3▲13.1▲11.6業況ＤＩ

＜全国平均の業況ＤＩ推移（直近６ヵ月)＞

(pt) 北海道 東北

東海北陸・甲信越

九州・沖縄

※１ ： 北関東 ＝ 茨城・栃木・群馬・埼玉 ※２ ： 南関東 ＝ 千葉・東京・神奈川 ※３ ： 関西＝滋賀・京都・大阪・兵庫・奈良・和歌山

業況DI

関西※３

四国

南関東※２

中国

(５) 地域別 業況DI

北関東※１

(単位：pt)

• 「南関東」「北陸・甲信越」を除く、８地域で改善しています。

（2024年1月：能登半島地震発生）

6
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Ｑ1 事業継続に⽀障をきたすと考える「リスク」

• 事業継続に⽀障をきたすリスクとして、「地震（65％）」が前回調査（2024年7⽉）と同じく最も
⾼くなりました。また「政治・経済リスク（35％） 」との回答が前回調査から増加しています。

• 「地震」と回答した割合を都道府県別でみると、「福井県」「奈良県」「⾼知県」他６県で75%以
上となっています。総じて、全域が「南海トラフ地震防災対策推進地域」に指定されている都道府
県が上位に並んでいます。

Ⅱ．企業を取り巻くリスクへの備え

65
56

50

41
38

35 33 32

18 18 16

62
55

49
44 43

21

36
33

18 19

地震 風水雪害
（台風・豪雨
・洪水・雪害

など）

自然災害
に起因しない
事故（火災・
停電、通信
障害など）

感染症の
流行（新型
ｺﾛﾅ・ｲﾝﾌﾙ
ｴﾝｻﾞなど）

経営者・
役員・従
業員の

不在（疾病・
負傷・

死亡など）

政治・経済
ﾘｽｸ（国内
外のﾃﾛ、
米国関税
政策など）

取引先の
倒産・合併・

買収

情報ｾｷｭﾘﾃｨ
上のﾘｽｸ

（ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ
ｳｲﾙｽ感染・
情報漏えい

など）

役員・
従業員に
よるｺﾝﾌﾟﾗ
ｲｱﾝｽ違反

（偽装・各種
ﾊﾗｽﾒﾝﾄ
など）

物流（ｻﾌﾟﾗｲ
ﾁｪｰﾝ）の

混乱

自社や自社
商品・ｻｰﾋﾞｽ

に対する
誹謗中傷

などの風評
被害

2025年7月（n=5,149) 2024年7月（n=7,195)

＜全体＞
※複数回答

(％)

＜「地震」と回答した割合（都道府県別）＞
順位

割合
(%)

3161.9北海道
北
海
道
؞
東
北

4351.9⻘森
1966.7岩⼿
2464.7宮城
4451.4秋⽥
1470.0⼭形
3557.9福島
2564.5茨城

北
関
東

2166.1栃⽊
4743.1群⾺
2364.9埼⽟
3361.6千葉南

関
東

1867.6東京
2763.6神奈川
876.8新潟

北
陸
؞
甲
信
越

1966.7富⼭
2664.3⽯川
183.6福井

3853.8⼭梨
3459.4⻑野
1569.1岐⾩

東
海

777.0静岡
1072.5愛知
976.6三重

順位
割合
(%)

480.0滋賀

関
⻄

2265.8京都
1370.3⼤阪
1270.6兵庫
283.3奈良
677.8和歌⼭

4252.5⿃取

中
国

3062.2島根
1669.0岡⼭
3261.9広島
2962.8⼭⼝
3953.6徳島

四
国

578.0⾹川
1768.7愛媛
381.3⾼知

3754.3福岡

九
州
؞
沖
縄

4650.0佐賀
4551.2⻑崎
3656.6熊本
1170.9⼤分
2863.0宮崎
4052.9⿅児島
4152.6沖縄

75％以上
70％以上 〜75％未満
65％以上 〜70％未満
60％以上 〜65％未満
60％未満

※「物流（ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ）の混乱」は今回調査より追加
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46 

34 32 
27 

23 

15 14 
12 8 

29 

12 

22 

13 10 
16 

12 

19 17 
14 

27 

システム・
データの

バックアップ

災害時の備蓄
（食料・飲料
水・救急用品
・予備電源

など）

緊急連絡体制
の整備

（自社内、
取引先など）

内部ﾈｯﾄﾜｰｸ
やＷｅｂｱﾌﾟﾘｹｰ
ｼｮﾝなどに対す
るｾｷｭﾘﾃｨﾂｰﾙ

の導入

資金調達手段
の確認・確保

調達先・
仕入先の分散

事業所の安全
対策（耐震性・
不燃化・浸水

など）

緊急時の
サポート・

業務連携体制
の構築（同業
他社・地域間

など）

事務所・倉庫・
車両など代替
拠点・手段の

確保

取り組んで
いない

（取組みたいこ
とはない）

取り組んでいる備え(n=5,028) 今後、取り組みたい備え(n=4,577)

８

（事業継続に⽀障をきたすと考える「リスク」／つづき）

・「リスクへの備え」として取り組んでいることは、「システム・データのバックアップ（46％）」が
最も多くなりました。⼀⽅、「取り組んでいない」と回答する企業も29％となりました。

Ｑ２ 「リスクへの備え」として「取り組んでいる備え」「今後、取り組みたい備え」

＜全体＞

政治・経済ﾘｽｸ
（国内外のﾃﾛ、
⽶国関税政策

など）

経営者・役員・
従業員の不在
（疾病・負傷・
死亡など）

感染症の流⾏
（新型コロナ・
インフルエンザ
など）

⾃然災害に起因
しない事故

（⽕災・停電・
通信障害など）

⾵⽔雪害
（台⾵・豪⾬・
洪⽔・雪害
など）

地震回答
件数業種

956製造業

1,143建設業

1,061卸・⼩売業

488卸売業

573⼩売業

1,791サービス業

74情報通信業

184運輸業

325不動産・物品賃貸業

135宿泊・飲⾷サービス業

133医療・福祉業

33教育・学習⽀援業

176
⽣活関連サービス業、
娯楽業

199
学術研究、
専⾨・技術サービス業

532その他サービス業

70 

57 

70 

68 

72 

66 

62 

68 

70 

73 

70 

70 

69 

59 

62 

＜主な６項⽬（業種別）＞ ※複数回答
(％)

• また、業種別にみると、「宿泊・飲⾷サービス業」「医療・福祉業」では、「感染症の流⾏」の割合
が、 6割以上と未だに⾼い⽔準となりました。

• 「製造業」「卸売業」では「政治・経済リスク」の割合が⾼くなっています。

※複数回答
(％)

60 

50 

60 

59 

60 

56 

39 

66 

54 

66 

62 

52 

62 

46 

55 

56 

43 

52 

53 

50 

51 

51 

54 

45 

63 

53 

52 

51 

48 

50 

40 

36 

40 

41 

39 

47 

42 

53 

30 

64 

79 

61 

47 

44 

45 

41 

42 

35 

36 

34 

36 

36 

40 

28 

34 

39 

21 

36 

41 

37 

49 

25 

43 

52 

35 

30 

32 

48 

31 

27 

32 

12 

24 

29 

27 

❶

❸

❷

❶

❶ ❶

❶

❶

❶

❷

❷

❷

❷

❷

❷

❷

❸

❸

❸

❸

❸

❸

❸

❸

❸

❸

❸
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12 

17 

72 

策定している

策定予定なし

＜全体（今回調査）＞

n=4,940
(％)

• BCP を「策定している」企業は12％と、前回調査（2024年7⽉）から横ばいとなりました。
⼀⽅、「策定予定なし」と回答した企業は72％と前回調査から増加しています。

• 特に従業員規模「5⼈以下」の企業で「策定予定なし」との回答が86％となり、従業員規模が⼩さいほ
ど「策定していない」企業が多い結果となりました。

Ｑ4 ＢＣＰ（事業継続計画）の策定状況

策定予定・
検討中

＜全体（2024年7⽉調査）＞

12 

23 

64

策定予定・
検討中

策定している

n= 6,887
(％)

策定予定なし

• BCP を「名称・内容ともに知っている」企業は30％に⽌まりました。
⼀⽅、「内容をしらない」と回答した企業は、69％となりました。

Ｑ3 ＢＣＰ（事業継続計画）の認知度

30 

27 

42 
名称・内容

ともに
知っている名称・内容ともに

知らない

＜全体＞

n=5,054
(％)

名称は知っているが、
内容は知らない

内容は知らない
69％

＜従業員規模別＞
(％)

回答
件数規模

2,4655人以下

8406～10人

66011～20人

89421人以上

4 

10 

17 

28 

10 

19 

24 

28 

86 

71 

59 

44 

策定している 策定予定・検討中 策定予定なし
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＜「策定している」と回答した割合＞
（都道府県別） 順位

割合
(%)

1017.1北海道
北
海
道
؞
東
北

463.7⻘森
223.3岩⼿
377.9宮城
396.9秋⽥
2411.8⼭形
1615.5福島
435.2茨城

北
関
東

917.3栃⽊
416.7群⾺
3010.6埼⽟
2611.3千葉南

関
東

1913.1東京
339.1神奈川
445.1新潟

北
陸
؞
甲
信
越

619.2富⼭
2511.5⽯川
2112.3福井
368.0⼭梨
1216.5⻑野
2312.0岐⾩

東
海

2810.8静岡
1814.2愛知
358.5三重

順位
割合
(%)

1415.8滋賀

関
⻄

1316.0京都
329.2⼤阪
2711.0兵庫
47-奈良
718.8和歌⼭
454.3⿃取

中
国

419.4島根
123.8岡⼭
348.7広島
2212.1⼭⼝
1714.8徳島

四
国

426.2⾹川
2910.8愛媛
519.3⾼知
387.4福岡

九
州
؞
沖
縄

817.6佐賀
1116.7⻑崎
321.8熊本
2012.8⼤分
1515.7宮崎
406.8⿅児島
3110.5沖縄

33 

19 
11 10 3 

40 

策定する方法が

わからない

策定する時間

がない

金融機関・

取引先から

特に要請されて

いない

法令上の

義務がない

災害が発生した

場合でも

事業継続への

影響がない

策定する

必要性を

感じない

＜全体＞
n=3,352

※複数回答
(％)

Ｑ5
ＢＣＰ（事業継続計画）を策定するにあたっての課題、策定しない理由

※Ｑ４で「策定していない」と回答した⽅

• ＢＣＰを策定するにあたっての課題としては、「策定する⽅法がわからない（33％）」が最も多く、
次いで、「策定する時間がない（19％）」との結果となりました。

• また「策定する必要性を感じない」と回答する企業が40％もあります。

• 「策定状況」を都道府県別でみると「岡⼭県（23.8％）」が最も⾼く、次いで「岩⼿県（23.3％）」、
「熊本県（21.8％）」の順で⾼くなっています。

Ｑ4 ＢＣＰ（事業継続計画）の策定状況（つづき）

20％以上
15％以上 〜20％未満
10％以上 〜15％未満
10％未満



© Daido Life Insurance Company 2025１１

66

52
48

39

29 27 26

17 17

緊急連絡体制
の整備

（自社内、
取引先など）

システム・データ
のバックアップ

災害時の備蓄
（食料・飲料水・

救急用品・
予備電源など）

内部ﾈｯﾄﾜｰｸや
Ｗｅｂｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ

などに対する
ｾｷｭﾘﾃｨﾂｰﾙの

導入

緊急時の
サポート・業務
連携体制の

構築
（同業他社・
地域間など）

事業所の
安全対策

（耐震性・不燃
化・浸水など）

資金調達手段
の確認・確保

事務所・倉庫・
車両など

代替拠点・
手段の確保

調達先・仕入先
の分散

＜全体＞
n=1,224

※複数回答
(％)

• 策定したBCPの具体的内容として、「緊急連絡体制の整備（66％）」が最も多く、次いで
「システム・データのバックアップ（52％）」、「災害時の備蓄（48％）」となりました。

ＢＣＰ（事業継続計画）で策定した内容 ※Ｑ４で「策定している」「策定予定・検討中」と回答した⽅Ｑ6

4 5 

17 

17 
57 

名称・内容ともに
知っているが、
未認定
（申請予定あり）

n=4,575
(％)

名称・内容ともに
知っているが、
未認定
（申請予定なし）

名称は知っているが、
内容は知らない

名称・内容ともに
知らない

＜今回調査＞

• 「事業継続⼒強化計画」について、「名称・内容ともに知っている」と回答した企業は26％となりました。
制度の認知が進んでいないことがわかります。

事業継続⼒強化計画（国の認定制度）の認定状況Ｑ7

認定を
受けている

名称・内容ともに
知っている
26％

※「事業継続力強化計画」とは・・・
防災・減災に取り組む中小企業が、所定の要件に基づいた計画を策定し、経済産業大臣が認定を行う制度。
認定を受けた中小企業は、税制優遇など様々な支援策が活用できます。

4 4 

15 

20 
56 

名称・内容ともに
知っているが、
未認定
（申請予定あり）

n=6,252
(％)

名称・内容ともに
知っているが、
未認定
（申請予定なし）

名称は知っているが、
内容は知らない

名称・内容ともに
知らない

認定を
受けている

名称・内容ともに
知っている
23％

＜参考︓前回調査（2024年7⽉）＞
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Ｑ8 リスクへの備えとして今後利⽤したいサービス

＜全体＞

29

20

14

10 9
7 6

37

災害時の備蓄、

防災機器等の

補助金

防災・減災に

関する情報を

収集できる

ポータルサイト

安否確認が

できる

システム

策定支援

（専門家による

アドバイス）

緊急時に協力

できる事業者

との

マッチング

サービス

セミナー・

ワークショップ

訓練支援

（専門家による

アドバイス）

特にない

n=4,589
※複数回答

(％)

• 今後利⽤したいサービスについては「災害時の備蓄、防災機器等の補助⾦（29％）」が最も多く、
次いで「防災・減災に関する情報を収集できるポータルサイト（20％）」、「安否確認できる
システム（14％）」となりました。

• ⼀⽅、「特にない」と回答する企業も37％あります。

Pick Up! （ＢＣＰ（事業継続計画）策定に関する課題やご意⾒）

・事業計画を検討・策定したいが、物価上昇・⼈件費⾼騰などに影響を受け、⽇常業務に追われ、なかなか進ま
ない。⼈材も不⾜している。（建設業／福島県）

・ＢＣＰを策定することで、地域との共存を再認識した。⾃社では何ができるのか、市町村との連携のためにも、
必要不可⽋な項⽬を意識して策定することが重要。（卸売業／北海道）

・災害などのリスクよりも、事業承継や景気・経済など今後どうなるかの不安が先に⽴つため、後回しになっている。
（建設業／千葉県）

・⼤企業であれば良いと思うが、家族経営など、⼩規模企業では必要性をあまり感じないというのが本⾳。
（製造業／福井県）

・事業継続計画は策定しても、定期的な⾒直しや社内の教育訓練が不⼗分。実効性が⼗分に担保されて
おらず、実際に災害に直⾯した際に機能するか不安。（卸売業／⼤阪府）

・事業継続計画はよくいわれることだが、何をすべきなのか。策定のロードマップがわからない。そういったアドバイス
を受けることができるサポート・サービスがあれば利⽤してみたい。（卸売業／広島県）
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【DIの推移】

従業員過不足
ＤＩ

将来ＤＩ業況ＤＩ

▲33.62.8▲22.61月2022年

▲32.72.1▲25.12月

▲35.70.4▲23.93月

▲33.6▲ 1.5▲24.24月

▲34.00.4▲21.55月

▲34.60.4▲22.36月

▲34.4▲ 1.4▲21.97月

▲34.0▲ 1.0▲21.28月

▲35.6▲ 0.2▲21.29月

▲36.1▲ 1.0▲19.910月

▲36.1▲ 1.0▲18.411月

▲37.00.3▲17.412月

▲38.1▲ 0.5▲18.91月2023年

▲37.80.6▲21.42月

▲38.13.8▲16.23月

▲38.74.0▲14.84月

▲37.65.5▲12.85月

▲38.15.9▲13.66月

▲38.45.9▲12.67月
▲38.34.3▲10.58月
▲39.73.1▲12.49月
▲39.22.0▲13.310月
▲39.63.7▲11.311月
▲39.82.5▲ 9.812月
▲37.63.5▲12.11月2024年

▲39.73.5▲10.72月

▲38.83.7▲12.93月
▲39.34.7▲11.44月
▲38.52.8▲11.45月
▲37.74.2▲12.16月
▲37.64.0▲11.37月
▲38.52.8▲10.78月
▲39.44.8▲ 9.39月
▲37.62.9▲10.710月
▲37.72.2▲10.011月
▲37.93.0▲ 8.712月
▲37.62.2▲10.81月2025年

▲37.92.2▲11.62月

▲37.3▲ 0.1▲13.13月

▲37.8▲ 1.3▲12.34月

▲37.1▲ 0.6▲12.85月

▲36.4▲ 0.4▲12.96月

▲37.1▲ 1.0▲11.17月

サービス業卸・小売業建設業製造業
業種

▲ 6.4▲21.5▲ 4.6▲18.22月

業況ＤＩ

▲ 8.1▲23.0▲ 5.2▲20.83月

▲ 5.8▲21.9▲ 3.6▲23.64月

▲ 5.9▲24.6▲ 6.1▲21.25月

▲ 6.4▲23.2▲ 5.0▲23.66月

▲ 5.6▲21.6▲ 3.1▲20.67月

▲38.3▲25.7▲53.2▲34.02月

従業員
過不足
Ｄ Ｉ

▲36.9▲26.6▲51.7▲33.63月

▲38.2▲27.0▲51.3▲32.14月

▲36.3▲28.3▲51.2▲30.45月

▲35.1▲26.8▲51.5▲31.16月

▲35.5▲28.2▲52.1▲33.27月

21人以上6～20人5人以下
従業員数

▲ 0.6▲ 8.1▲17.92月

業況ＤＩ

▲ 0.9▲ 8.3▲20.23月

▲ 5.5▲ 7.5▲17.64月

▲ 0.2▲11.6▲18.15月

▲ 0.4▲ 8.8▲19.66月

0.3▲ 4.9▲18.97月

▲56.2▲43.9▲27.02月

従業員
過不足
Ｄ Ｉ

▲54.1▲45.3▲26.23月

▲54.4▲43.5▲28.24月

▲54.9▲43.7▲26.45月

▲53.9▲43.7▲25.96月

▲55.2▲43.9▲26.57月

＜従業員規模別ＤＩ(直近6ヵ⽉)＞ (単位：pt)

＜業種別ＤＩ(直近6ヵ⽉)＞＜全体＞

※2020年3月は新型コロナの影響を踏まえ調査を中止。

(単位：pt)(単位：pt)

ＤＩ( Diffusion Index )＝ 好転(増加・上昇・過剰等)の回答割合(％)－ 悪化(減少・悪化・不足等)の回答割合(％)
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ＤＩ( Diffusion Index )

＝ 好転(増加・上昇・過剰等)の回答割合(％)－ 悪化(減少・悪化・不足等)の回答割合(％)

本社(大阪) 〒550-0002 大阪市西区江戸堀1丁目2番1号
電話 06-6447-6111(代表)

(東京) 〒103-6031 東京都中央区日本橋2丁目7番1号
電話 03-3272-6777(代表)
https://www.daido-life.co.jp/

＜地域別ＤＩ(直近6ヵ⽉)＞

北陸・甲信越南関東北関東東北北海道

▲13.7▲ 7.4▲12.8▲21.5▲10.22025年 2月

業況ＤＩ

▲16.6▲10.0▲16.7▲22.1▲11.93月

▲ 6.8▲10.3▲13.6▲23.5▲ 5.44月

▲12.8▲14.5▲11.5▲20.3▲13.05月

▲10.8▲ 9.5▲10.4▲22.2▲ 8.36月

▲10.9▲14.2▲ 8.9      ▲19.5▲ 3.77月

▲39.0▲34.7▲36.5▲38.0▲42.42025年 2月

従業員
過不足
Ｄ Ｉ

▲33.3▲37.2▲34.3▲38.2▲41.03月

▲37.1▲37.6▲37.5▲36.1▲40.14月

▲36.6▲33.9▲36.1▲37.1▲43.75月

▲38.4▲34.3▲34.1▲37.1▲40.76月

▲35.5▲37.4▲34.8▲36.1▲48.57月

九州・沖縄四国中国関西東海

▲ 6.8▲ 4.0▲15.0▲12.9▲10.12025年 2月

業況ＤＩ

▲ 6.0▲ 4.2▲13.7▲14.7▲11.63月

▲ 9.5▲ 8.1▲15.3▲13.3▲12.74月

▲ 7.7▲ 9.8▲15.7▲13.1▲10.05月

▲10.3▲ 9.4▲20.1▲13.6▲14.26月

▲ 5.7▲ 8.7▲13.0▲ 9.9▲12.37月

▲39.1▲35.5▲42.9▲38.5▲34.52025年 2月

従業員
過不足
Ｄ Ｉ

▲38.9▲41.9▲39.9▲35.5▲38.23月

▲40.7▲40.4▲38.9▲37.7▲33.64月

▲37.2▲41.9▲40.7▲37.9▲31.95月

▲38.6▲35.7▲35.4▲37.6▲33.56月

▲40.5▲41.2▲36.2▲36.9▲30.67月

(単位：pt)
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